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〔Ⅰ〕公益目的事業 
 
（公１）青少年交流・教育交流事業： 総合交流部 
 

対日理解促進交流プログラム JENESYS2022、JENESYS2023 

 

日本政府は令和 4 年（2022 年）度補正予算にて、対日理解促進交流プログラム

JENESYS2022（フェーズⅡ）の実施を決定、これが成立する場合には会館は中国・モンゴ

ルとの間で JENESYS2022 を実施するため日本国政府から 2023 年 3 月に約 8,017 万円の拠

出を受ける。また、同様に、令和 5年（2023年）度予算が成立する場合、JENESYS2023を

実施するため約 4,900万円の拠出を受ける予定。 

対外発信力を有し将来を担う人材を招聘・派遣又はオンライン交流を通じ、政治、経済、

社会、文化、歴史、外交政策等に関する対日理解の促進を図るとともに、親日派・知日派

を発掘・育成し、日本の外交姿勢や魅力等について参加者自ら積極的に発信してもらうこ

とで対外発信を強化し、日本の外交基盤を拡充することを目指す。 

  

１．中国からの招聘・派遣、オンライン交流事業 

2022年度は、長引く新型コロナウイルスの影響により、オンライン交流を中心とした事

業展開となった。2023年度は、JENESYS2022補正予算の拠出金約 6,600万円、JENESYS2023

の拠出金約 3,600万円と前年度までの拠出金残額をあわせ、年間 730名の招聘（プレ・プ

ログラムとして行うオンラインによる事前オリエンテーションを含む）と日本青少年 60

名の派遣を行う。また、招聘を前提としないオンライン交流及びフォローアップ事業を実

施する。 

4～6月は招聘に向けた準備とともにオンライン交流を実施し、7月からの招聘を目指す。

招聘事業実施にあたっては、日中双方の防疫措置の動向を注視しつつ、可能な限り日中青

少年の交流促進に資するプログラムの組み立てに注力する。 

  

（１） 招聘事業（JENESYS2022、JENESYS2023） 

 中国高校生・大学生・社会人青年（教育・障害者福祉・司法関係者や研究者等）計 730

名の招聘事業を年間 20件程度実施する（JENESYS2022で 100名、JENESYS2023で 630名）。 

 1グループあたり 30～90名程度、6泊 7日を基本（一部 4泊 5日）とする。 

 中国側実施機関は、中国教育部、香港・澳門教育局、中日友好協会、中国社会科学院、

中国宋慶齢基金会、中国障害者連合会、中国律師協会等。 

 いずれの事業もテーマを設け、滞在中に、テーマ理解及び対日理解促進を目的とした日

本の政治、経済、社会、歴史、文化等の訪問・視察、訪問先での関係者等との意見交換・

交流や伝統芸能などの体験をプログラムに組み込み、報告会やＳＮＳ等を利用した日本の

魅力等についての情報発信を促す。 

なお、事業の一部は、企画競争等により他団体に委託して実施予定。 
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（２） 派遣事業（JENESYS2023） 

 中国側実施機関による招聘を前提とし、日本の青年研究者（10名）及び大学生（50名）

を対象として、それぞれ１回実施する。日本大学生の派遣は、地方間交流として実施する。 

  

（３）オンライン交流事業（JENESYS2022） 

 2022年度実施予定で日程等の調整が付かず実施できなかったオンライン交流2件につい

て、招聘を前提としないオンライン交流として実施する。 

  事業名 中国側実施機関 中国側参加人数 

1 日中青年オンライン交流 中国宋慶齢基金会 20 

2 日本・澳門高校生オンライン交流 澳門教育局 20 

 

（４）フォローアップ事業（JENESYS2023） 

  過去の JENESYS事業参加者を対象とし、帰国後のフォローアップを目的としたオンラ

イン交流を実施する（20名×4回予定）。 

 

 このほか、モンゴルを対象とし、JENESYS2022及びJENESYS2023としてモンゴル青少年の

招聘等を実施する。なお、本件は外務省から推薦を受けた他の団体に委託して実施する。 

 

 

会館予算による日中平和友好条約締結 45周年記念事業 

 

 日中平和友好条約締結45周年の記念事業の一部として、会館の予算により、日中青少年

による座談会やプレゼンテーション交流会等の青少年交流事業を実施する。 
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（公２）寄宿舎施設の運営： 留学生事業部 

 

会館には留学生・研究員の単身者受入事業用施設として「後楽寮」と「後楽寮研修

棟」があり、「後楽寮」には 203 室、「後楽寮研修棟」（後楽ガーデンホテルの 2 階・3

階）には 34室の個室がある。2023年 3月で後楽寮は 1985年の開設以来 38年が経過す

るが、引き続き寮生の居住環境の維持管理を適切に行い、コロナ禍で中止していた交

流活動の復活を図る。 

 

（１） 入居者数の維持 

2022 年度は、一時期 60 名以下に減少していた寮生数が、入国制限の緩和により 6

月に約 160 名まで回復し、現在に至っている。今後のコロナウイルスの感染状況次第

ではあるが、2023年度を通じて現状の在寮生を維持したいと考えている。 

 

（２） 寮生委員会（寮生代表による自治組織）への協力 

第 48期寮生委員会が選出され、1年間(2023年 11月迄)の活動を開始している。 

依然としてコロナウイルス感染拡大防止のため、寮生委員会としての活動は制限さ

れざるを得ないが、会館としても寮生委員会に協力しながら寮全体の生活環境の整備

に努める。 

 

（３） 建物の維持、及び寮生の生活環境改善 

38年目を迎えて老朽化の目立つ建物・施設の維持に必要な工事（給水設備更新、高

圧洗浄等）を実施すると共に、寮生の意見も聴取し、居室内や共用部の備品類（椅子・

マットレス等）の更新も進め、寮生の生活環境の改善を図って行きたい。 

 

（４） 交流活動の実施 

コロナ禍以降、感染拡大防止のために春節祝賀会や国慶節祝賀会、ホームステイ等

の交流活動は、大幅な内容の変更や中止が続いている。 

寮生の留学生活をより充実したものとするためにも、これらの交流活動の復活に最

善を尽くしたい。 
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（公３）中国語及び日本語教育： 日中学院 

 

2022年度は新型コロナウイルスの感染状況と社会活動の正常化が進み、学校運営は幾

分の改善が見られたが、引き続き厳しい経営状況となった。 

2023年度は、社会活動の正常化が一層進展することを期待し、留学生の獲得や学生募

集の強化を通し、学校運営の改善に努力していきたいと考えている。 

ホームページや SNSを使った広告宣伝を広げ、オンライン授業の拡充、関東圏以外か

らの学生募集、文化授業の拡充による新しい学生層の開発に努めたい。また、これま

での語学研修にとどまらず、中国文化に触れ、学ぶ、文化授業の更なる拡充を企画し、

より広い学生層に訴求したいと考える。 

日本語科の 2023年度は、留学生の募集活動を一層強化し、コロナ以前の状態に持っ

ていきたいと考えている。新しいエージェントの起用や、フェアーの現地での参加な

ど以前の活動を再開したい。 

 
1. 全体活動計画 

入学式(4月 5日)、文化祭(10月 28日)、卒業式(2024年 3月 15日) 

学院報 555～558号(3ヶ月毎の季刊号) 

 

2. 各科在籍者数推移 

 定員 2021年度 2022年度見込 2023年度予測 

本科 1 年 40（2）    11（1）    7（1）      13（1） 

本科 2 年 40（2）     9（1）     8（1）     8（1） 

本科 研究科 20（1）    2（1）     2（1）     3（1） 

本科合計 100（5）   22（3）   17（3）   24（3） 

日本語科 1 年 40（2）    0（-）    12（1）     6（1） 

日本語科 2 年 40（2）     0（-）     0（-）    10（1） 

日本語科 10 月生 1 年 20（1）     0（-）    6（1）    10（1） 

日本語科 10 月生 2 年 20（1）    12（1）     0（-）     6（1） 

日本語科 3 年 *1 -   10（1）     10（1） - 

日本語科合計 120（6） 22（2） 28（3） 32（4） 

別科合計(4 期累計) - 331 *2 353 *2 1,576 

* （ ）はクラス数    

*1 コロナの影響により特別に 1 年延長されたもの。 

*2 1 期分（1 月～3 月）人数 
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3. 各科活動計画 

（１）本科（専門課程） 

・現在、卒業生の一部が卒業後の進路として大学 2・3年への編入を選択している。 

・学生確保のために学生募集(営業)の範囲を広げ広告宣伝も強化して学生募集活  

 動に注力する。 

・学生のレベル向上のために､中国語検定、HSKを活用し、レベル測定を行う。 

・本科の一部の授業を他講座学生に対しオープン授業とする。 

・勤労学生への学費減免措置を継続実施する。 

①課外活動 

都内見学(4月 28日)、健康診断(5月 10日)、合同合宿(6月 1､2日） 

1年生朗読大会(7月 5日)、1年生防災館見学(9月 8日) 

2年生小石川庭園散策(12月 1日)、合同弁論大会(2月 7日) 

②公開講座    8月、11月、1月に入学希望者のために実施 

③中国短期研修  2年生が中国人民大学において 5週間の中国語研修 

④進路指導       卒業予定者を中心に進路指導 

 

（２）日本語科（専門課程） 

 ①課外活動 

都内見学(4月 28日)、健康診断(5月 10日)、合同合宿(6月 1､2日) 

別科昼食会(6月 8､9日)、歌舞伎鑑賞教室(6月 23日) 

1年生朗読大会(7月 5日)、ホームステイ(7月 16､17日) 

避難訓練(8月 25日)、防災館見学(9月 8日)、小石川庭園散策(12月 1日) 

2年生国会見学(1月 17日) 合同弁論大会(2月 7日) 

春節パーティ(2月 9日) 

②進路指導   先輩を招き経験を聞く 

  

（３）別科（付帯教育） 

 別科として社会人を対象に常時約 70の講座を開設、各期 400名以上の受講生を目 

標とする。 

①課外活動 

日本語科昼食会(6月 8､9日)、朗読大会(10月 7日) 

②公開無料講座  年間 21クラス、入学希望者のために実施 
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（公４）文化事業： 文化事業部 

 

2023年度は、日中平和友好条約締結 45周年記念行事として、主催展 2件及び協力展 1

件を行い、中国の文化・芸術の紹介、日中両国の相互理解促進に努める。また主催展以

外の期間には、外部団体による美術館での催事を通して施設の有効活用を図る。 

 

（１）主催催事 

① 陝西省切り紙芸術展（仮称） 

    陝西省文化観光局より提供の切り紙作家、庫淑蘭女史の作品約 60 点を展示。陝

西省の伝統文化や風俗とともに、庫淑蘭女史のもつ独特な色彩感覚から創作された

新しい切り紙芸術の魅力を伝える。 

主催：（公財）日中友好会館、陝西省文化観光局 

会期：2023年 9月 22日（金）～11月 5日（日） 

会場：日中友好会館美術館 

 

② 海南省黎族錦織の世界（仮称） 

海南省黎族の伝統的な織物である錦織約 50点を展示。合わせて、観光や経済発展

の著しい海南省の魅力を伝え、中国の少数民族や自然・文化に理解が深まる展覧会

を目指す。 

主催：（公財）日中友好会館、海南省文化観光局 

会期 :2024年 1月 11日（木）～2024年 2月 25日（日） 

会場：日中友好会館美術館 

＊プレイベント（予定）会期：2023年 12月 22日（金）～24日（日） 

会場：地下 1階大ホール 

 

（２）その他 

   ① 山東省濰坊の文化芸術展（仮称）※協力展 

    中国文化観光部国際局、山東省濰坊市文化観光局の協力により、山東省濰坊の伝

統工芸品である陶器や飾り凧などを中心に展示するとともに、山東省の文化、社会、

産業等について紹介する。 

 

会期 :調整中 

会場：日中友好会館美術館 
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（公５）植林・植樹事業： 総合交流部 
 

日中植林・植樹国際連帯事業 

 

日本政府は、平成 27年 (2015年) 度補正予算により、日中植林・植樹国際連帯事業を

実施することを決定。本事業は、日本へ飛来し得る黄砂等の中国の環境問題への対処、

青少年等の交流を通じた環境意識の啓発と対日理解の一層の促進、砂漠化防止等への貢

献を図ることで、中国との関係改善の流れを一層力強いものにするとともに、国際社会

の課題に対処することを通じて、「戦略的互恵関係」の強化につなげていくことを目的と

している。 本事業では（１）中国における植林事業、（２）日本国内での植樹と併せて

行う日中両国の青少年等の交流事業（日中両国以外の第三国及び地域の出身者の参加を

含む）、（３）第三国での植林・植樹事業の 3つの事業を行う。 

 

（１） 中国における植林事業 

① 助成事業 

日本のＮＧＯ等民間団体や日本の地方自治体からの申請を受けて審査し助成を決定。

中国国内の砂漠化防止や水害防止、その他環境保全に資する植林事業に助成する。助成

を受けた団体等は会館の助成実施規程に従い、中国国内の団体等と協力して当該事業を

実施する。助成対象には現地での植林活動への日本からの参加者の派遣を含む。 

2023年度事業として、公募を行い 7件程度の採択、助成を目標とする。 

また、2022 年度までに終了した令和 2 年度（2020 年度）及び 2021 年度助成事業のう

ち抽出した事業を対象に、新型コロナウイルスの感染状況を注視しつつ、技術者を派遣

して事後調査を行う。 

 

② 会館が主体となり実施する植林事業 

外務省と連携して中国側の協力を得ながら植林を実施。日中両国政府間での調整を経

て、外務省からの計画の通知を受け、会館が中国国家林業・草原局等と協力し、実施す

る。現地での植林活動への日本からの参加者の派遣を含む。 

2023年度事業として、1件の事業開始を目標とする。 

また、既に終了している植林事業について事後調査を行う。 

 

（２） 日本国内での植樹と併せて行う日中両国の青少年等の交流事業（日中両国以外の

第三国及び地域の出身者の参加を含む） 

2023年度は、年間 440名（中国 230名、第三国・地域 210名）の招聘を実施する。 
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【中国からの招聘事業】 

 中国の学生や社会人青年等計 230 名を対象に 6 件程度の招聘事業を実施する（6 泊 7 日

を基本とする）。中国側実施機関は、中国日本友好協会、中華全国青年連合会、中国国家

林業・草原局のほか、日中友好環境保全センター等新規の団体を予定。 

訪日プログラムには、植樹活動、環境(防災を含む)の啓発プログラム、大学訪問、企業

視察等を組み込み、環境・防災意識の啓発と対日理解の促進を図る。 

なお、事業の一部は、企画競争等により他団体に委託して実施予定。 

 

（３）第三国での植林・植樹事業 

①助成事業 

日本のＮＧＯ等民間団体や日本の地方自治体からの申請を受けて審査し助成を決定。

助成を受けた団体は会館の助成実施規程に従い、第三国の団体等と協力して当該事業を

実施する。主に東南アジアを対象とし、対象国の環境の保全に資する植林事業に助成す

る。現地での植林活動への日本からの参加者の派遣を含む。 

2023年度事業として、公募を行い 7件程度の採択、助成を目標とする。 

また、2022年度までに終了した令和 2年度（2020年度）及び 2021年度助成事業のう

ち抽出した事業を対象に、新型コロナウイルスの感染状況を注視しつつ、技術者を派遣

して事後調査を行う。 

 

②会館が主体となり実施する植林・植樹事業 

会館が主体となり実施する植林・植樹事業は、外務省及び国内関係団体と連携して、

第三国の協力を得ながら植林・植樹や環境・防災啓発プログラム等を実施。外務省及び

現地政府との調整を経て、外務省からの計画の通知を受け実施する。2023年度事業とし

て、2 件の植林事業、1 件の植樹を伴う交流事業（モンゴルへの環境・防災専門家グル

ープの派遣）を実施する。 

 

①、②いずれの事業においても、事業案件決定後、会館又は外務省から中国側関係機関

に当該植林・植樹計画を通知し、日中双方が共同で事業を実施する場合には、会館は、助

成団体又は国内関係団体と連携し、中国側と必要な調整を行う。 
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〔Ⅱ〕収益事業 ：資産管理部 

オフィスビル賃貸事業及びホテル運営業務：資産管理部 

 

（１）オフィスビル賃貸事業 

周辺地域に新築ビルの竣工や、ビルのリニューアルが相次ぐ中、競争力の相対的低下も

あり、2021 年 1 月から館内テナントの退去事例が相次ぎ、部分的に入居が実現したもの

の、2022年度は 3フロア相当の空室が埋め切れず苦戦していたが、2022年末にかけて次々

と入居が決まり、2023年度は期初から満室稼働となる見込み。 

一方でコロナ禍の影響に加え量的質的金融緩和の終了を市場参加者が意識しだしたこ

とにより、2023 年度の市況は悲観的なムードが強まることに加え、特に飲食業の業況が

依然として改善しない一方で、所謂ゼロゼロ融資の元本返済などによる資金繰り難など 

から 1階以下の直貸しテナントの業況不振や廃業等により直貸しスペースに空室が発生、 

埋め戻せても賃料の大幅削減が現実化。空室については埋め戻しに向け努力し収益改善を 

目指す。 

 

【賃貸料収入の推移】 

年度 金額（百万円） 

2021 年度実績 517 

2022 年度見込み（A） 568 

2023 年度予算（B） 672 

差異（B）-（A） ＋104 

 

 

 

（２）ホテル運営業務（後楽ガーデンホテル） 

現状でコロナ禍が終息していないものの、政府による旅行支援などの効果や、近隣商

業施設のイベント開催頻度の増加を受け 2022 年度後半からは売り上げ回復の兆しもあ

る。以上勘案売上予測は 2022年度上期の平均を参考に 211百万円と見込んでいる。 

一方でコロナ感染者数は第 7波より第 8波の方が多くなるなど、今後の状況は引き続

き予断を許すものでは無く、現段階でホテル室料売り上げの大きな改善を見込むことは

財政運営上リスクが大きい。従って予測以上の売り上げがあった場合には、既存借り入

れ返済に充当する等、手堅い運営を図る所存。 
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【ホテル室料収益の推移】 

年度 金額（百万円） 

2021 年度実績 145 

2022 年度実績見込み（A） 236 

2023 年度予算（B） 211 

差異（B）-（A） －25 

 

 

（３）設備更新 

収支の悪化が背景にあるとはいえ、公益事業費を確保するため 2020年度から 3年に 

亘り設備修繕及び更新投資を大幅に絞り込んだ結果、随所で長期にわたる不具合の 

放置（テナント要請への対応遅延）や設備更新の遅れの影響が顕在化しだしており、 

対応の遅れからより大きな修理をせざるを得ない虞も出てきている。従って、2023年

度は、今後 20年程度の会館使用を前提とした長期修繕計画の策定と並行して、劣化の

激しい部分や既に不具合が顕在化している案件、及び耐用年数を超過してしまってい

る設備の更新などに関して、他予算に優先してできる限りの対応を実施していく方針。

その中で、項目として取り上げる主な工事は次の通り。 

 

① 後楽国際ビルディング／ファンコイル二方弁交換工事（予算 1,000 万円、施工予定

11月） 

故障頻発中。テナントの空調制御ができなくなるため、都度修理する。2023 年度は

すでに故障している個所 5カ所＋αを修理予定。 

② 会館収益施設／豫園内装改修工事他（予算 10百万円、施工予定 4月） 

豫園退去に伴う修理工事、漏水修理工事 

③ 本館共通／外壁改修工事（打診調査共）（予算 120百万円、施工予定 2月） 

前回（2011 年 7 月・10 月）より 10 年経過したため調査実施が必須。タイルの落下

や外壁からの浸水も発生しているため、外壁タイル落下防止・外部シーリング打ち

替えを実施。今年度は本館外壁４面のうち２面を実施予定。 

④ 本館共通／電灯盤更新工事（予算 20百万円、施工予定 5月） 

ホテル棟の電灯盤内で異音発生中。停電の恐れあるため更新する。 

⑤ 本館共通／中央監視装置改修工事（予算 10百万円、施工予定 3月） 

火災発生時に停止すべき送風機類が個別手動停止となっているため、連動して自動

で停止するように改修する。 

 

 

 

 



 

- 13 - 

  

【設備投資額の推移】 

年度 金額（百万円） 

2021 年度実績 59 

2022 年度実績見込み 36 

2023 年度予算 200 
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〔Ⅲ〕会員相互扶助事業： 日中友好後楽会 

 

賛助会員組織「日中友好後楽会」は、会館の施設を活用し中国人留学生と直接交流を通

じ相互理解を深め日中双方の親睦を深めることを目的として 1989年 7月に発足(当初会員

は 90名)。 

 

（１）会員数 

2023年 2月現在の後楽会の会員数は 49名（内法人会員 1社）。個人会員は新規の加

入もあったが退会もあり、会員総数は前年度から個人会員 8 名、法人 1 社減少した。

新型コロナウイルス感染拡大による行事の中止により休会する会員もいた。近年は会

員の高齢化による会員数減少が進んでおり、宣伝告知を引き続き強化し、入会希望者

は随時受け入れる方針。 

 

（２）活動計画 

新型コロナウイルス感染の影響を考慮しつつ、状況を見ながら諸活動を実施予定。

月例「談話会」・「会員集会」は、これまで後楽寮寮生が講師となって専門分野の講演

会並びに交流食事会を行ってきたが、2023年度は外部講師を招き、後楽寮生も参加す

る講演会形式の談話会の開催に向けて準備をしていきたい。なるべく多くの方に興味

を持ってもらえるよう、講演テーマを文化、芸術分野から選定し、バラエティーに富

んだ講演にしていく方針。 

「会員総会」、関東周辺への春秋日帰りバス旅行も状況を見ながら実施できるよう

準備したい。会員限定の気功教室・中国画教室については、引き続き月 2 回のペース

で実施している。中国旅行は現在のところ実施未定である。 
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[Ⅳ] 法人会計部門   

（１）総務 

① 会館運営の根幹たる理事会、評議員会の事務局担い手の中核として、引き続き 

両会議の円滑な運営を目指す。今年度は従来同様に議題準備、資料とりまとめ、

会場設営等に遺漏なきよう務めるとともに、従来以上に効率的運営を図り、会議

時間の短縮を目指す。 

② 諸規程の見直しの反映。既に各規程の内容や規程間の整合性について社会保険労 

務士事務所のチェックを受けており、今期は理事会決議など必要な手続きを経て

修正の反映を目指す。総人件費の適切な管理のため、費用対効果の観点も取り入

れ業務内容や業務遂行難易度と整合性のとれた適切なスキル人材の配置を進め

る。一方で次項に挙げるスキル・業務遂行能力に見合った処遇体系への移行につ

いても制度設計を検討、長期的な視野に立った人員構成再編及び人件費支出の適

正化の検討に着手する。 

     ③ 処遇の公平化及び上記人件費管理の適正化実現のため、職務遂行能力、保有する 

スキルに対応した適切な処遇を目指し、給与・資格体系の見直しに着手する。 

また、ラインマネジメントの職務責任をより明確にして権限に見合った処遇を図 

り、同時に組織規模に見合うようライン役職者数を適正化、この面からも費用対

効果の極大化を目指す。 

④ 実務を通じた業務指導に加え、既述の職務ポジションに応じた管理スキルの明確 

化と当該スキルの獲得支援のための階層別研修の新設を検討する。 

 

（２）財務 

① 財政状況の適切かつ的確な把握とマネジメントレポートのための四半期（出来れ

ば月次）の計数把握及びそのための財務諸表作成業務の効率化と、その目的に資

する会計科目・項目等の見直し結果をレビューの上、更なる改善策を検討する。 

② 事務正確性向上の為、経理チーム内のスキルの共有化推進や外部セミナーの活用

を通じて、チェックを担う副担当のレベルアップを図る。チーム内の担当の互換

性の向上による担当流動化も更に推進する。 

③ 事務プロセスのシステム化、手続き・帳票類の簡素化による効率化の推進を検討

着手。予算との兼ね合いもあるが、支払い事務管理や伝票作成などについて IT

化を検討する。少額の費用まで事業部単位（場合によってはプロジェクト単位）

まで振り分ける作業に関しても、引き続き関連事務コストを考慮し費用対効果の

観点から簡素化の検討を進める。 
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（３）広報 

組織横断型広報チームを中心に、広報活動を強化し、会館の公益性や諸活動の認

知度を高めることに注力する。    

① 会館ホームページはリニューアルを行い、見やすさ、発信しやすさが増したので、

広報活動の中心的ツールとして、タイムリーな発信を心掛けていく。若い世代へ

のアピールを目指し、内容の充実とともに、写真や動画を多く取り入れ、レイア

ウトも工夫する。   

ホテルと美術館の独立したホームページとも相互に連携していく。 

② 会館メールマガジンはホームページ掲載内容を中心に、月１回以上の配信を行う。 

③ 「日中友好会館年報」は従来同様、活動の総括として作成。2023年度も早期に完

成させ、各関係先に配布する。 

④ 2022年にホームページとメールマガジンで発信した「日中国交正常化 50周年記

念コラム」を冊子にまとめ、会館創立 40 周年の記念誌としても位置付け、日中

双方の関係先に配布する。 

   

  (4) その他 

    テレワーク実施のため、情報セキュリティ委員会が推進役となり、実施方針を定

め、テレワーク業務のルール作り、関連する規程の策定、必要機器の導入、セキュ

リティ対策などを進める。 

 

 

以上 


